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Wi-Fi
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く地域公共交通確保維持改善事業費補助金（先進車両導入支援事業） ＞ 
く地域公共交通関連技術研究開発費補助金＞
くポストコロナを見据えた受入環境整備促進事業補助金（インバウンド先進車両導入支援事業） ＞ 

地域公共交通の再構築のため、 鉄道・バスに係るEV車両、 自動運転車両、 GX/DX車両等、 先進的な車両を導入等す
る場合において、 導入等の目的に応じて支援ができる事業を創設。 ※対象車両は、 地域公共交通再構築事業で導入する場合と同じ

1 ■ 先進車両導入支援等事業
鉄道・バスに係るEV車両、 自動運転車両、 GX/DX車両など先進的な車両の導入や、 その機能改良・高度化に

ついての実証研究等を支援することにより、 より持続可能で利便1'生•生産性の高い地域交通へと再構築を図る。

（対象事業）先進的な車両の導入、 機能改良・高度化の実証研究に関する経費

2. インバウンド先進車両導入支援事業（ポストコロナを見据えた受入環境整備促進事業）
鉄道・バスに係るEV車両、 自動運転車両、 GX/DX車両など先進的な車両であって、 観光コンテンツとしての

インバウンドの魅力向上に資するような観光車両等を導入することにより、 まちづくり・観光政策に寄与し、 持
続可能で利便性•生産性の高い地域交通へと再構築を図る。

（対象事業）先進的な車両※の導入、 機能改良に関する経費 ※かつ、 観光車両としての機能を備えた車両

（補 助 率）補助対象経費の 1/2

（補助対象事業者）地方公共団体 ※地方公共団体からの補助金を受けて、 民間事業者等も事業実施可能

※地域公共交通再構築事業（社会資本整備総合交付金）と同様の考え方
. JR本州3社又は大手民鉄の路線については、 補助対象経費は総事業費の2/3を上限 (1/3は事業者の自己負担）

※J Rに関し、 「新会社がその事業を営むに際し当分の間配慮すべき事項に関する指針」⑪劃打を何ら変更する包乃ではない
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